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[単位：円]

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債
現金及び預金 4,382,081,267 　　　　　　運営費交付金債務 3,477,812,822

たな卸資産 161,737,493 　　　　　　預り補助金等 101,672

未収金 2,505,087,298 　　　　　　預り寄附金 31,372,727

未収消費税等 58,222,300 　　　　　　リース債務（短期） 467,309,318

その他 19,361,233 　　　　　　未払金 3,788,131,316

7,126,489,591 　　　　　　前受金 186,040,746

Ⅱ　固定資産 　　　　　　預り金 86,065,421

１　有形固定資産 　　　　　　資産除去債務 18,513,557

建物 31,217,819,041 　　　　　　その他 2,010,801

減価償却累計額 ▲ 16,794,165,027 8,057,358,380

減損損失累計額 ▲ 27,112,852 Ⅱ　固定負債

14,396,541,162 　　　　　　資産見返負債

構築物 2,871,075,312 　　　　　　資産見返運営費交付金 3,589,894,085

減価償却累計額　 ▲ 1,819,330,999 　　　　　　資産見返寄附金 154,143

1,051,744,313 　　　　　　資産見返補助金等 21,652,573

機械及び装置 1,993,280,118 　　　　　　資産見返物品受贈額 63,259,850

減価償却累計額　 ▲ 1,982,389,543 　　　　　　建設仮勘定見返運営費交付金 60,254,747

10,890,575 　　　　　　リース債務（長期） 1,519,451,255

船舶及び航空機 1,878,335 　　　　　　資産除去債務 46,284,476

減価償却累計額　 ▲ 1,878,332 5,300,951,129

3

車両運搬具 25,657,990 13,358,309,509

減価償却累計額　 ▲ 22,661,070

2,996,920 純資産の部

工具器具備品 12,744,160,487 Ⅰ　資本金

減価償却累計額 ▲ 9,900,376,705 　　　　　　政府出資金 38,666,145,562

2,843,783,782 38,666,145,562

土地 14,330,409,515 Ⅱ　資本剰余金

建設仮勘定 564,349,247 　　　　　　資本剰余金 6,923,682,071

33,200,715,517 　　　　　　損益外減価償却累計額 ▲ 18,690,673,780

２　無形固定資産 　　　　　　損益外減損損失累計額 ▲ 29,164,852

ソフトウエア 51,959,303 　　　　　　損益外利息費用累計額 ▲ 14,985,830

電話加入権 2,268,000 ▲ 11,811,142,391

54,227,303 Ⅲ　利益剰余金

　　　　　３　投資その他の資産 　　　　　　前中期目標期間繰越積立金 28,998,098

長期前払費用 3,769,409 　　　　　　積立金 95,249,239

その他 106,290 　　　　　　当期未処分利益 47,748,093

3,875,699        　　　　　　　（うち当期総利益） 47,748,093

171,995,430

33,258,818,519

27,026,998,601

40,385,308,110 40,385,308,110

負債合計

流動負債合計

固定負債合計

有形固定資産合計

無形固定資産合計

投資その他の資産合計

資本金合計

資本剰余金合計

資  産  合  計 負債純資産　合　計

固定資産合計

純資産合計

利益剰余金合計

負債の部資産の部

流動資産合計

貸　借　対　照　表

平成２６年３月３１日現在

科　　　　　　　　　目 科　　　　　　　　　目金　　　額 金　　　額
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[単位：円]

経常費用
研究業務費

職員給与賞与手当 1,566,644,106
その他給与賞与手当 1,740,755,940
退職手当 139,354,269
法定福利費 428,311,095
福利厚生費 4,311,970
委託費 4,489,665,381
消耗品費 924,340,626
賃借料 146,124,444
保守及び修繕費 1,459,719,411
水道光熱費 737,334,918
減価償却費 1,326,501,891
その他 851,438,158 13,814,502,209

一般管理費
役員報酬 43,330,370
職員給与賞与手当 416,825,921
その他給与賞与手当 141,114,119
退職手当 28,769,442
法定福利費 84,243,618
福利厚生費 9,913,693
消耗品費 24,051,571
賃借料 1,341,057
保守及び修繕費 29,301,981
水道光熱費 83,395,274
減価償却費 129,047,147
その他 59,832,945 1,051,167,138

財務費用
支払利息 31,389,357
その他 238,338 31,627,695

雑損 34,166

              経常費用合計 14,897,331,208

経常収益
運営費交付金収益

運営費交付金収益 10,426,700,884
資産見返運営費交付金戻入 665,415,736 11,092,116,620

受託収入
政府又は地方公共団体受託研究収入 2,987,672,480
民間等受託研究収入 399,137,937 3,386,810,417

事業収益
手数料収入 276,400
分譲事業収入 13,742,985
補助金間接経費収入 105,613,072 119,632,457

施設費収益 7,867,976
寄附金収益

寄附金収益 22,682,183
資産見返寄附金戻入 231,210 22,913,393

補助金等収益
補助金等収益 12,128,000
資産見返補助金等戻入 138,031,462 150,159,462

固定資産等受贈益
物品受贈益 12,172,326
資産見返物品受贈額戻入 29,298,176 41,470,502

財務収益
受取利息 52 52

雑益 32,853,783

              経常収益合計 14,853,824,662

　　　　　　　　　経常損失 43,506,546

臨時損失
固定資産除売却損 14,406,316

臨時損失合計 14,406,316

臨時利益
受取補償金 77,031,390
資産見返運営費交付金戻入 11,862,123
資産見返物品受贈額戻入 1,290,108

臨時利益合計 90,183,621

当期純利益 32,270,759

前中期目標期間繰越積立金取崩額 15,477,334
15,477,334

当期総利益 47,748,093

損　益　計　算　書
自　平成２５年４月１日　　　至　平成２６年３月３１日

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　　　目
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[単位：円]

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　人件費支出 ▲ 4,719,679,495
　　　研究業務経費及び一般管理経費支出 ▲ 7,994,455,915
　　　科学研究費補助金預り金支出 ▲ 581,981,719
　　　運営費交付金収入 11,687,752,000
　　　受託収入 3,568,752,411
　　　補助金等収入 12,128,000
　　　寄附金収入 13,556,742
　　　科学研究費補助金預り金収入 583,846,693
　　　その他の収入 224,574,010
　　　　　　　　小計 2,794,492,727
　　　利息の受取額 52
　　　利息の支払額 ▲ 31,389,357
　　業務活動によるキャッシュ・フロー 2,763,103,422

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 ▲ 1,994,044,821
　　　施設費による収入 457,701,513

▲ 25,941,555
　　投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 1,562,284,863

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
      リース債務の返済による支出 ▲ 355,067,238
　　財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 355,067,238

Ⅳ資金増加額 845,751,321
Ⅴ資金期首残高 3,536,329,946
Ⅵ資金期末残高 4,382,081,267

キャッシュ・フロー計算書

      資産除去債務の履行による支出

項　　　　　　　　　　目 金　　　額

自　　平成２５年４月１日　　　至　　平成２６年３月３１日
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利益の処分に関する書類（案） 

 

Ⅰ 当期未処分利益 

    当期総利益               47,748,093円 

 

Ⅱ 利益処分額 

    積立金                 47,748,093円 
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[単位：円]

Ⅰ　業務費用
損益計算書上の費用

研究業務費 13,814,502,209
一般管理費 1,051,167,138
財務費用 31,627,695
雑損 34,166
臨時損失 14,406,316 14,911,737,524

受託収入 ▲ 3,386,810,417
事業収益 ▲ 14,019,385
寄附金収益 ▲ 22,913,393
財務収益 ▲ 52
雑益 ▲ 32,853,783
臨時利益 ▲ 77,031,390 ▲ 3,533,628,420 11,378,109,104

1,128,469,914 1,128,469,914

Ⅲ　損益外利息費用相当額 1,593,301 1,593,301

Ⅳ　損益外除売却差額相当額 3,048,710 3,048,710

Ⅴ　引当外賞与見積額 26,137,642 26,137,642

▲ 64,941,649 ▲ 64,941,649

政府出資の機会費用 174,898,328 174,898,328

12,647,315,350

行政サービス実施コスト計算書
自　平成２５年４月１日　　　至　平成２６年３月３１日

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

Ⅷ　行政サービス実施コスト

（控除）自己収入等

Ⅵ　引当外退職給付増加見積額

Ⅶ　機会費用

Ⅱ　損益外減価償却相当額
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重要な会計方針及び財務諸表注記 

〔重要な会計方針〕 

１．運営費交付金収益の計上基準 

   費用進行基準を採用しております。 

   これは中期計画及びこれを具体化する年度計画等（これらの添付書類を含む）において、業

務の実施と運営費交付金との対応関係が示されていないことから業務達成基準又は期間進行基

準を採用することが困難であるため、費用進行基準を採用しております。 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品は、最終仕入原価法によっております。 

 

３．減価償却の会計処理方法 

 １）有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物               ５～５０年 

構築物             １０～５０年 

機械及び装置           ４～ ７年 

船舶及び航空機          ２～ ５年 

車両運搬具              ５～ ６年 

工具器具備品           ３～１０年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）及び資産除去債務に対応する特定の除

去費用等（独立行政法人会計基準第91）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計

額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 ２）無形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。なお、法人内利用 

のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

 

４．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

   賞与については、運営費交付金から財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上して

おりません。 

   なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在籍する

役職員について、当期末の引当外賞与見積額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算し

ております。 

 

５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当

金は計上しておりません。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に

在職する役職員について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支

給額を控除した額から、退職者に係る前期末退職給付見積額を控除して計算しております。 

 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として

処理しております。 
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７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

   政府出資の機会費用の計算に使用した利率 

     １０年利付国債の平成２６年３月末利回りを参考に0.640％で計算しております。 

 

８．リース取引の処理方法 

    リース料総額が３，０００千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

    リース料総額が３，０００千円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

９．消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

〔重要な会計方針の変更〕 

  なし 

 

〔重要な表示方法の変更〕 

    なし 
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〔貸借対照表関係〕 

１．運営費交付金から充当されるべき引当外賞与見積額            258,477,608円 

 

２．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額           1,661,743,790円 

 

３．減損について 

  減損の兆候 

 ①生態系研究フィールドⅡ（実験ほ場） 

１）使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要 

用途 種類 場所 

生態系研究フィールドⅡ（実験ほ場） 土地、建物等 茨城県つくば市八幡台３ 

 概要： 生態系研究フィールドⅡにおいては、これまで実施してきた樹木の光合成測定、植生回

復速度測定の研究を発展させ、近年重要な課題となっている地球温暖化のメカニズム解明

や将来予測に欠かせない炭素循環、特に森林等陸域でのCO2吸収・放出量の解明のための

実験的研究が行われております。 

２）使用しなくなる日 

   生態系研究フィールドⅡで行っている研究が平成27年度を目途に終了することから、その機

能を研究所の敷地内を含む他の場所に確保し、現在実施している研究が終了した日としており

ます。 

３）使用しないという決定を行った経緯及び理由 

独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12月7日閣議決定）に基づき、

上記２）の内容及びその後速やかに国庫納付することとしております。 

４）将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額 

   生態系研究フィールドⅡ（当事業年度末帳簿価額：土地1,788,590,880円、建物等37,406,022

円）については、国庫納付の方法及び時期が決定するまでは回収可能サービス価額及び減損額

の見込額を算出することができません。 

 ②大気拡散実験棟 

１）使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要 

用途 種類 場所 

大気拡散実験棟 建物 茨城県つくば市小野川１６－２ 

 概要： 大気拡散実験棟は、工場や自動車等から排出される大気汚染の移流、拡散現象をできる

だけ現実に即してシミュレートするために設置された大気拡散風洞を保有する施設です。 

２）使用しなくなる日 

   大気拡散実験棟の解体工事を平成26年度秋頃に着手予定であることから、平成26年10月末

としております。 

３）使用しないという決定を行った経緯及び理由 

大気拡散風洞を使用した実験については終了しており、別用途での施設運用を行っていると

ころですが、本施設が特殊な構造であること、耐震工事が未実施であることに加えアスベスト

が存在していることによる職員の安全上の問題から、継続した施設運用には高額な費用が必要

なことや敷地の有効利用等も踏まえ、平成25年9月の幹部会において解体撤去することを決定

しております。 

４）将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額 

   当該施設の使用しなくなる日における回収可能サービス価額及び減損額の見込みについて
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は、解体撤去を予定しているため「備忘価額1円」とし、帳簿価額との差額を減損額の見込み

額としております。 

平成26年10月末帳簿価額     ：建物等 180,488,634円 

回収可能サービス価額の見込み額 ：         72円 

減損額の見込み額        ：     180,488,562円 

 

〔損益計算書関係〕 

 ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△14,713,623円であり、当該影響額を除い

た当期総利益は、62,461,716円であります。 

 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   現金及び預金勘定                               4,382,081,267円 

   資金期末残高                               4,382,081,267円 

 

２．重要な非資金取引              

１）無償譲与による資産の取得   27,722,415円 

２）ファイナンス・リースによる資産の取得 1,941,961,100円 

 

〔金融商品関係〕 

１． 金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金に限定しております。   

未収債権については、概ね国（環境省）からの業務受託に係る未収金です。また、投資有価証

券は、保有しておりません。未払債務については、一年以内の支払期日に係る未払金です。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

         [単位：円] 

      

貸借対照表 

計上額 
  

  
時価   

  
差額   

(1) 現金及び預金   4,382,081,267      4,382,081,267       －   

(2) 未収金   2,505,087,298      2,505,087,298        －   

(3) 未払金 (  3,788,131,316 ) ( 3,788,131,316 ) (  － ) 

(注） 負債に計上されているものは、括弧書きで示しております。 

(注１) 金融商品の時価の算定方法 

(1) 現金及び預金、(2) 未収金、(3) 未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

〔重要な債務負担行為〕  

１．重要な工事請負契約、物品購入契約等 
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１）新規スーパーコンピュータを含むコンピュータシステム 一式 2,498,612,970円 

２）子どもの健康と環境に関する全国調査にかかる生体試料の回収・輸送及

び生化学検査等業務 

722,452,658円 

３）電気・機械設備運転管理業務 389,340,000円 

４）「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」に係るデー

タ管理システムに関する賃貸借等業務 

333,718,056円 

５）独立行政法人国立環境研究所ネットワークシステム １式 300,271,650円 

６）子どもの健康と環境に関する全国調査にかかる生体試料の保管業務 225,819,000円 

７）「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」に係るデー

タ管理システムに関する運用・保守等業務 

134,813,700円 

８）廃棄物・廃水処理施設運転管理業務 98,280,000円 

９）実験動物供給・飼育管理業務 89,460,000円 

 

２．偶発債務 

   なし   

 

〔資産除去債務関係〕 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

１．資産除去債務の概要 

石綿障害予防規則（以下「石綿則」という。）に基づくアスベスト除去費用及び放射性同位元素等 

による放射線障害の防止に関する法律（以下「放射線障害防止法」という。）に基づく除去費用であ 

ります。 

２．資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込み期間を２３年から５０年と見積もり、割引率は 2.206％から 2.304％を使用して資産除去 

債務の金額を計算しております。 

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

期首残高 88,200,925円 

有形固定資産の取得に伴う増加額  － 

時の経過による調整額  1,593,301円 

資産除去債務の履行による減少額   24,996,193円 

その他増減額（△は減少）  － 

期末残高   64,798,033円 

 

〔重要な後発事象〕 

  なし 

-10-



附　属　明　細　書

(1)

[単位：円]

 当　 期
 償却額

当  期
損益内

当  期
損益外

建物 3,363,961,070  796,530,513   -                4,160,491,583  1,470,268,569   199,419,064    -          -     -          2,690,223,014  

構築物 318,953,826    22,776,448    -                341,730,274    158,988,577     17,189,913     -          -     -          182,741,697    

機械及び装置 431,436,989    606,690       150,145,471      281,898,208    277,790,676     6,056,488      -          -     -          4,107,532      

車両運搬具 34,777,060     856,275       9,975,345        25,657,990     22,661,070      2,733,734      -          -     -          2,996,920      

工具器具備品 11,018,627,606 2,475,685,722 750,152,841      12,744,160,487 9,900,376,705   1,206,929,929  -          -     -          2,843,783,782  

船舶及び航空
機 42,300         -             -                42,300         42,299          -              -          -     -          1              

計 15,167,798,851 3,296,455,648 910,273,657      17,553,980,842 11,830,127,896  1,432,329,128  -          -     -          5,723,852,946  

建物 26,922,076,474 176,399,068   41,148,084       27,057,327,458 15,323,896,458  1,010,101,211  27,112,852 -     -          11,706,318,148 

構築物 2,542,809,287  -             13,464,249       2,529,345,038  1,660,342,422   103,144,228    -          -     -          869,002,616    

機械及び装置 1,762,217,006  -             50,835,096       1,711,381,910  1,704,598,867   15,224,475     -          -     -          6,783,043      

船舶及び航空
機 1,836,035      -             -                1,836,035      1,836,033       -              -          -     -          2              

計 31,228,938,802 176,399,068   105,447,429      31,299,890,441 18,690,673,780  1,128,469,914  27,112,852 -     -          12,582,103,809 

土地 14,330,409,515 -             -                14,330,409,515 -               -              -          -     -          14,330,409,515 

建設仮勘定 98,209,650     561,318,737   95,179,140       564,349,247    -               -              -          -     -          564,349,247    

計 14,428,619,165 561,318,737   95,179,140       14,894,758,762 -               -              -          -     -          14,894,758,762 

建物 30,286,037,544 972,929,581   41,148,084       31,217,819,041 16,794,165,027  1,209,520,275  27,112,852 -     -          14,396,541,162 

構築物 2,861,763,113  22,776,448    13,464,249       2,871,075,312  1,819,330,999   120,334,141    -          -     -          1,051,744,313  

機械及び装置 2,193,653,995  606,690       200,980,567      1,993,280,118  1,982,389,543   21,280,963     -          -     -          10,890,575     

船舶及び航空
機 1,878,335      -             -                1,878,335      1,878,332       -              -          -     -          3              

車両運搬具 34,777,060     856,275       9,975,345        25,657,990     22,661,070      2,733,734      -          -     -          2,996,920      

工具器具備品 11,018,627,606 2,475,685,722 750,152,841      12,744,160,487 9,900,376,705   1,206,929,929  -          -     -          2,843,783,782  

土地 14,330,409,515 -             -                14,330,409,515 -               -              -          -     -          14,330,409,515 

建設仮勘定 98,209,650     561,318,737   95,179,140       564,349,247    -               -              -          -     -          564,349,247    

計 60,825,356,818 4,034,173,453 1,110,900,226    63,748,630,045 30,520,801,676  2,560,799,042  27,112,852 -     -          33,200,715,517 

ソフトウエア 110,973,450    6,541,500     -                117,514,950    65,555,647      23,053,590     -          -     -          51,959,303     

電話加入権 4,320,000      -             -                4,320,000      -               -              2,052,000  -     -          2,268,000      

計 115,293,450    6,541,500     -                121,834,950    65,555,647      23,053,590     2,052,000  -     -          54,227,303     

長期前払費用 23,089,417     458,614       19,778,622       3,769,409      -               -              -          -     -          3,769,409      

その他 106,290        -             -                106,290        -               -              -          -     -          106,290        

計 23,195,707     458,614       19,778,622       3,875,699      -               -              -          -     -          3,875,699      

注）固定資産の主な増減の内容については、以下のとおりです。

(1)建物の増加：  平成24年度独立行政法人国立環境研究所共同利用棟耐震改修整備その他工事による増加（167,007,801 円）

平成24年度独立行政法人国立環境研究所温暖化2棟スパコン・コンピュータシステム用電源設備他改修工事による増加（157,631,311 円）

平成25年度独立行政法人国立環境研究所　プレハブ保管庫設置工事による増加（136,125,031 円）　等

(2)工具器具備品の増加： ガスクロマトグラフ－二重収束型質量分析計（68,250,000 円）　等

(3)建設仮勘定の増加： 平成25年度独立行政法人国立環境研究所　実験廃水施設更新工事による増加（503,160,000 円)　等

摘　要
差引当期末

残高
当期

増加額

　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８７ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第９１　資産除去債務
に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失累計額の明細

減損損失累計額

資産の種類
期首
残高

当期
減少額

期末
残高

減価償却累計額

有形固定
資産

（償却費
損益内）

有形固定
資産

（償却費
損益外）

投資その他
の資産合計

有形固定
資産合計

非償却
資産

無形固定
資産合計
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（２）たな卸資産の明細 [単位：円]

（３）資産除去債務の明細 [単位：円]

（４）資本金及び資本剰余金の明細 [単位：円]

（５）積立金の明細 [単位：円]

注１）前中期目標期間繰越積立金の減少は下記（６）をご参照ください。
注２）通則法44条1項積立金の増加は、前期の利益処分によるものであります。

（６）目的積立金等の取崩しの明細 [単位：円]

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

未成受託研究支出金 21,457,649 153,734,714 － 21,457,649 － 153,734,714
貯蔵品 8,674,959 8,002,779 － 8,674,959 － 8,002,779

計 30,132,608 161,737,493 － 30,132,608 － 161,737,493

期末残高 摘要種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

前中期目標期
間繰越積立金

▲ 15,477,334
前中期目標期間繰越積
立金取崩額

当期積立額 18,086,69195,249,239
通則法44条1項
積立金

      77,162,548 18,086,691                      -

摘要

      44,475,432                  - ▲ 15,477,334 28,998,098

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

政府出資金 38,666,145,562 － － 38,666,145,562

計 38,666,145,562 － － 38,666,145,562

資本剰余金－運営費交付金 4,869,000 － － 4,869,000

資本剰余金－施設費 7,712,589,011 176,399,068 － 7,888,988,079 施設整備費補助金による工事

資本剰余金－無償譲与 4,320,000 － － 4,320,000

損益外除売却差額相当額 ▲ 889,768,614 ▲ 84,726,394 － ▲ 974,495,008 特定償却資産の除却

計 6,832,009,397 91,672,674 － 6,923,682,071

損益外減価償却累計額 ▲ 17,650,598,043 ▲ 1,128,469,914 ▲ 88,394,177 ▲ 18,690,673,780
増加：特定償却資産の償却
減少：特定償却資産の除却

損益外減損損失累計額 ▲ 29,164,852 － － ▲ 29,164,852

損益外利息費用累計額 ▲ 17,667,687 ▲ 1,593,301 ▲ 4,275,158 ▲ 14,985,830

増加：特定された除去費用等のう
ち、時の経過による資産除去債務
の調整額
減少：資産除去債務の履行による
減少

差引計 ▲ 10,865,421,185 ▲ 1,038,390,541 ▲ 92,669,335 ▲ 11,811,142,391

資
本
金

資
本
剰
余
金

区分

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

石綿則に基づくもの 70,944,255    1,195,707      24,996,193    47,143,769    
除去費用等
の特定あり

放射線障害防止法に基づくもの 17,256,670    397,594        -                 17,654,264    同上

計 88,200,925    1,593,301      24,996,193    64,798,033    

区分 金額 摘要

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ▲ 15,477,334
前中期目標期間において自己財源で
取得した固定資産の減価償却費及び
除却相当額の合計額
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（７）運営費交付金債務の当期振替額等の明細
　　１）運営費交付金債務の増減の明細 [単位：円]

　　２）運営費交付金債務の当期振替額の明細
　　　①平成２４年度交付分 [単位：円]

　　　②平成２５年度交付分 [単位：円]

運営費交付金
収益

資産見返
運営費交付金

資本剰余金 小計

平成23年度 685,729,985 - - - - 0 685,729,985
平成24年度 2,618,712,457 - 1,127,760,841 396,764,480 - 1,524,525,321 1,094,187,136
平成25年度 - 11,687,752,000 9,298,940,043 690,916,256 - 9,989,856,299 1,697,895,701

合計 3,304,442,442 11,687,752,000 10,426,700,884 1,087,680,736 - 11,514,381,620 3,477,812,822

期末残高交付年度 期首残高
交付金当期交付

額

当期振替額

金額
運営費交付金収益 －
資産見返運営費交付金 －
資本剰余金 －

計 －
運営費交付金収益 －
資産見返運営費交付金 －
資本剰余金 －

計 －
運営費交付金収益 1,127,760,841 ①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
資産見返運営費交付金 396,764,480 ②当該業務に係る損益等及び運営費交付金の振替額の積算根拠
資本剰余金 － ア）損益計算書上に計上した費用の額：

（研究委託費762,777,636等）
計 1,524,525,321 イ）固定資産の取得額：　　　　　（建物252,337,404等）

ウ）運営費交付金収益への振替額の積算根拠(アの全額)：
エ）資産見返運営費交付金への振替額の積算根拠
（イの全額)：

-

1,524,525,321

1,127,760,841

会計基準第81第３項による振替額

合計

該当ありません。

費用進行基準による振替額

1,127,760,841

396,764,480

396,764,480

区分 内訳

業務達成基準による振替額 －(業務達成基準を採用した業務はありません)

期間進行基準による振替額 －(期間進行基準を採用した業務はありません)

金額
運営費交付金収益 －
資産見返運営費交付金 －
資本剰余金 －

計 －
運営費交付金収益 －
資産見返運営費交付金 －
資本剰余金 －

計 －
運営費交付金収益 9,298,940,043 ①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
資産見返運営費交付金 690,916,256 ②当該業務に係る損益等及び運営費交付金の振替額の積算根拠
資本剰余金 － ア）損益計算書上に計上した費用の額：

計 9,989,856,299
イ）自己収入に係る収益計上額(受託収入､事業収益､財務
収益、雑収益、臨時利益)：
ウ）資産見返等の収益化の額(資産見返運営費交付金戻
入､施設費収益、寄附金収益､補助金等収益、固定資産等
受贈益)：
エ）調整：

オ）固定資産の取得価額：
カ）運営費交付金収益への振替額の積算根拠(エの全額)：
   なお、自己収入を優先的に充当しており、超過分を運営
費交付金で充填しています。
キ）資産見返運営費交付金への振替額の積算根拠(オの全
額)：

-

9,989,856,299

費用進行基準による振替額

13,783,976,683

期間進行基準による振替額 －(期間進行基準を採用した業務はありません)

会計基準第81第３項による振替額

合計

該当ありません。

690,916,256

3,616,328,099

900,979,300

9,298,940,043
690,916,256

区分 内訳

業務達成基準による振替額 －(業務達成基準を採用した業務はありません)

項目 金額 備考

差引額（アーイーウ） 9,266,669,284
受託収入財源で購入した有形固定資産
から生ずる損益 △ 26,508,697 減価償却による調整を含む

損害保険関連損益 △ 1,036,494 減価償却による調整を含む

受取補償金関連損益 73,688,540 減価償却による調整を含む

ファイナンス・リース関連損益 △ 14,713,623
その他 841,033

計 9,298,940,043
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　　３）運営費交付金債務残高の明細 [単位：円]

（８）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

　１）施設費の明細 [単位：円]

　２）補助金等の明細 [単位：円]

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

平成24年度 181,789,044 173,921,068 7,867,976

平成25年度 2,478,000 2,478,000

計 184,267,044 － 176,399,068 7,867,976

区分 当期交付額 摘要
左の会計処理内訳

建設仮勘定
見返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り
補助金等

収益計上

平成25年度

　　科学技術振興費 12,128,000 － － － － 12,128,000

計 12,128,000 － － － － 12,128,000

区分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘要

交付年度 残高の発生理由及び収益化等の計画
業務達成基準を採用
した業務に係る分

－ －(業務達成基準を採用した業務はありません)

期間進行基準を採用
した業務に係る分

－ －(期間進行基準を採用した業務はありません)

○全ての業務について費用進行基準を採用しています。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、入札差額が生じたことによ
る経費の減少、翌年度債務契約の締結等に伴い、運営費交付金の
収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したものです。(注：運
営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとし
ています。)
○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事
業年度において収益化する予定です。

計 685,729,985
業務達成基準を採用
した業務に係る分

－ －(業務達成基準を採用した業務はありません)

期間進行基準を採用
した業務に係る分

－ －(期間進行基準を採用した業務はありません)

○全ての業務について費用進行基準を採用しています。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、入札差額が生じたことによ
る経費の減少、翌年度債務契約の締結等に伴い、運営費交付金の
収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したものです。(注：運
営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとし
ています。)
○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事
業年度において収益化する予定です。

計 1,094,187,136
業務達成基準を採用
した業務に係る分

－ －(業務達成基準を採用した業務はありません)

期間進行基準を採用
した業務に係る分

－ －(期間進行基準を採用した業務はありません)

○全ての業務について費用進行基準を採用しています。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、入札差額が生じたことによ
る経費の減少、翌年度債務契約の締結等に伴い、運営費交付金の
収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したものです。(注：運
営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとし
ています。)
○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事
業年度において収益化する予定です。

計 1,697,895,701

平成２５年度
費用進行基準を採用
した業務に係る分

1,697,895,701

運営費交付金債務残高

平成２３年度
費用進行基準を採用
した業務に係る分

685,729,985

平成２４年度
費用進行基準を採用
した業務に係る分

1,094,187,136
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（９）役員及び職員の給与の明細 [単位：千円、人]

支給額 支給人員 支給額 支給人員
(817) (1) -                     -                 

役 員 42,512 3 6,933                2                 
(1,881,870) (633) -                     -                 

職 員 1,983,470 252 161,189 11
(1,882,687) (634) -                     -                 

合 計 2,025,982 255 168,123 13
（注） １．役員に対する報酬等の支給の基準

役員報酬規程及び役員退職手当規程によっております。
２．職員に対する給与の支給の基準

職員給与規程によっております。
３．非常勤職員に対する給与の支給の基準

職員給与規程に準じて支給しております。
４．職員及び非常勤職員の給与の支給人員

年間平均支給人員数によっております。
５．非常勤の役員又は職員がいる場合の記載方法は、外数として括弧書きで記載しています。
６．非常勤職員及びその他給与については、決算報告書の人件費には含まれておりません。

区分
報酬又は給与 退職手当
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（１０）関連公益法人等

　【一般財団法人地球・人間環境フォーラム】
　　１）関連公益法人等の概要

　　２）関連公益法人等の財務状況 [単位：円]

　　３）関連公益法人等の基本財産の状況 [単位：円]

　　４）関連公益法人等との取引の状況
　　　①関連公益法人等に対する債権債務の明細

　　　②関連公益法人等に対する債務保証の明細

[単位：円]

[単位：円]

名称 資産 負債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額
一般財団法人地球・
人間環境フォーラム

1,548,053,478 51,967,719 1,496,085,759 370,182,861 394,668,490 ▲ 24,485,629

名称
基本財産に対する

出えん、拠出、寄付等
当事業年度において負担した

会費、負担金等

一般財団法人地球・人間環境フォーラム 該当なし 該当なし

科目名 金額 科目名 金額

一般財団法人地球・人間環境フォーラム － － 未払金 118,200,426

名称
債権 債務

名称 債務保証額 摘要

一般財団法人地球・人間環境フォーラム 該当なし

A B C=A-B D E=C+D

370,182,861 -             370,182,861 402,484,304 362,837,358 31,844,073 7,802,873      ▲ 32,301,443 344,887,202 312,585,759

F G H=F-G I J=H+I K=E+J

-              -             -              -              -              1,183,500,000 1,183,500,000 1,496,085,759

一般正味財産増減の部

費用の内訳

事業費 管理費
その他
の費用

当期
増減額

収益

正味財産
期末残高

指定正味財産増減の部

当期
増減額

一般正味
財産期末

残高
費用

一般正味
財産期首

残高
収益の内訳

受取補
助金等

その他
の収益

指定正味財産
期首残高

指定正味財産
期末残高

収益 費用等収益の内訳

受取補
助金等

その他
の収益

名称 業務の概要 独立行政法人との関係

理事
岡崎　洋 炭谷　茂 平野　喬
中村　陽子 萩原　富司 三橋　規宏
吉川　成美 鷲田　伸明

監事
島崎　俊和 吉本　修二

○関連公益法人等と当法人の取引の関連図

役員の氏名

一般財団法人地球・人
間環境フォーラム

内外の環境問題に関す
る科学的な調査研究の
実施等

研究業務等の委託

独立行政法人国立環境研究所 一般財団法人地球・人間環境フォーラム研究業務等の委託
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　　　③関連公益法人等の事業収入の金額のうち
　　　   当法人の発注等に係る金額及びその割合 [単位：円、％]

注２）当法人発注等に係る金額の契約形態別内訳 [単位：円、％]

注１）公益法人側の決算完了時期との関係から、独立行政法人の決算の主務大臣
　　　提出に間に合わないため、前事業年度（平成24年度）の実績です。

名称 事業収入の金額
当法人発注等
にかかる金額

割合

一般財団法人地球・人間環境フォーラム 332,392,378 190,205,625 57%

契約形態 金額 割合

競争契約 185,273,745 97.4%
企画競争・公募 － －
競争性のない随意契約 － －
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　【一般社団法人泥土リサイクル協会】
　　１）関連公益法人等の概要

　　２）関連公益法人等の財務状況 [単位：円]

　　３）関連公益法人等の基本財産の状況 [単位：円]

　　４）関連公益法人等との取引の状況
　　　①関連公益法人等に対する債権債務の明細 [単位：円]

　　　②関連公益法人等に対する債務保証の明細 [単位：円]

名称 資産 負債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額
一般社団法人泥土
リサイクル協会

15,941,817 4,942,350 10,999,467 23,489,323 23,286,731 202,592

名称
基本財産に対する

出えん、拠出、寄付等
当事業年度において負担した

会費、負担金等

一般社団法人泥土リサイクル協会 該当なし 該当なし

科目名 金額 科目名 金額

一般社団法人泥土リサイクル協会 － － 未払金 30,450,000

名称
債権 債務

名称 債務保証額 摘要

一般社団法人泥土リサイクル協会 該当なし

A B C=A-B D E=C+D

23,489,323 -             23,489,323 23,286,731 23,215,731 -                 71,000          202,592 10,796,875 10,999,467

F G H=F-G I J=H+I K=E+J

-              -             -              -              -              -                 -                 10,999,467

一般正味財産増減の部

費用の内訳

事業費 管理費
その他
の費用

当期
増減額

収益

正味財産
期末残高

指定正味財産増減の部

当期
増減額

一般正味
財産期末

残高
費用

一般正味
財産期首

残高
収益の内訳

受取補
助金等

その他
の収益

指定正味財産
期首残高

指定正味財産
期末残高

収益 費用等収益の内訳

受取補
助金等

その他
の収益

名称 業務の概要 独立行政法人との関係

理事長
木村　孟

副理事長
宗守　信雄

理事
藤崎　勝利 守屋　洋一 浅見　秀樹
岩永　克也 西岡　吉弘 武藤　光

監事
長島　道雄 伊藤　寛雄

○関連公益法人等と当法人の取引の関連図

役員の氏名

一般社団法人泥土リサ
イクル協会

泥土再資源化技術に関
する各情報の探索・収
集・分析及び提供等

研究業務等の委託

独立行政法人国立環境研究所 一般社団法人泥土リサイクル協会研究業務等の委託
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　　　③関連公益法人等の事業収入の金額のうち
　　　   当法人の発注等に係る金額及びその割合 [単位：円、％]

注２）当法人発注等に係る金額の契約形態別内訳 [単位：円、％]

注１）公益法人側の決算完了時期との関係から、独立行政法人の決算の主務大臣提出に
　　　間に合わないため、事業収入の金額は６月12日時点の仮決算額となっております。

名称 事業収入の金額
当法人発注等
にかかる金額

割合

一般社団法人泥土リサイクル協会 49,650,720 47,250,000                 95%

契約形態 金額 割合

競争契約 47,250,000 100%
企画競争・公募 － －
競争性のない随意契約 － －
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